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こえる泥流が発生しています。さらに、同地域には 3,000 以上の氷河湖があります。これ
ら災害への対策として、ウズベキスタンの地滑りモニタリングが1958年に設置されました。
現在は、ウズベキスタン地質鉱物資源国家委員会が管理し、7つの地域にモニタリングポイ
ントが設置されています。年間では、およそ 750から 800の地滑りを観測し、78の今後発
生の危険性が高い（地塊の変位量が大きい）地滑りも観測しています。 
日本は防災の分野でリーダー的な存在だと思います。客員研究員プログラムに参加する

期間、私は日本のモニタリングサービスの活動に関する事例等を学びたいと思います。今

回のプログラムで得られる知識は、泥流や地滑り、地震などで発生する被害の軽減にきっ

と役立つだろうと思います。さらに、災害の危険地域におけるモニタリングや警報、山岳

地域に住む人々のための安全性の改良などにも貢献すると思います。最後に、このような

機会を頂いた全ての皆様に対しまして、お礼を申し上げます。 


